
厚生委員会議案説明資料 

令和５年３月１３日 

件  名 頁 

１ 第１９号議案  債権の放棄について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２

２ 第２０号議案  債権の放棄について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４

３ 第２１号議案  債権の放棄について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６

４ 第２２号議案  債権の放棄について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８

（福 祉 部） 



第１９号議案説明資料 

  令和５年３月１３日 

件 名 
債権の放棄について 

（生活保護費返還金債権） 

所管部課名 福祉部 足立福祉事務所 千住福祉課 

内 容 

足立区が所有する次の債権を放棄する。 

１ 内容 

（１）債権

種類 生活保護法第７８条に基づく徴収金 

徴収決定額  ３，４５６，５７３円 

徴収決定日  平成２８年６月２８日 

徴収対象期間 平成２３年６月１５日から平成２６年６月３０日 

（２）債務者

足立区千住元町在住者 （令和２年３月１５日 死亡）

（３）放棄する債権の額

１，７０１，４９０円

２ 経過 

別紙１（「債権放棄」経過について）参照 

３ 債権放棄の理由 

債務者の死亡により、相続人調査を実施したところ、相続人が相続放

棄や死亡の状況にあり、回収の見込みがないこと及び「足立区債権等処

理判定委員会」に付議し、委員から債権放棄の議決を得たことから、地

方自治法第９６条第１項第１０号の規定に基づく議決事件として、債権

の放棄をするものである。 

今後の方針 

生活保護費返還金については、引き続き適切な回収業務に努めていく。

債務者が生活保護受給中の場合は、定期的に催告を実施し、納付に結び付

ける。また、生活保護廃止後であっても債務者に経済的余裕がない場合に

は、徴収停止や債権放棄等、処理方針を明確にして実行していく。 
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生活保護費返還金 「債権放棄」経過について 

１ 生活保護受給状況 
平成１８年１２月２２日保護開始、令和２年３月１６日保護廃止（死亡）

２ 保護開始理由
  慢性腎不全により身体障害者手帳１級を取得、人工透析を行うようになり、当時勤
めていた会社を退職し、生活に困窮したため。

３ 債権の決定日、決定金額 
平成２８年６月２８日決定 ３，４５６，５７３円 

４ 債権発生理由 
障害基礎年金の受給を隠し保護費を不正受給したため。 

５ 督促状、催告書送付履歴 
（１）督促状送付

平成２８年８月２２日
（２）催告書送付

平成２９年３月２７日、平成２９年９月２５日、平成３０年９月２６日、
平成３１年２月１３日、令和元年９月２６日、令和２年２月２５日 

６ 福祉課の対応、指導内容等 
  生活保護法第７８条の２に基づき保護費から毎月徴収を行っていた。 

７ 本人の申出等 
  月額４万円ずつの納付の申し出あり。 

８ 納付履歴（納付日、金額） 
  合計返納額 １，７５５，０８３円、返納回数４５回 
※ 内訳

・ 平成２８年度 ： 返納額３３５，４８４円、返納回数 ９回
・ 平成２９年度 ： 返納額４８０，０００円、返納回数１２回
・ 平成３０年度 ： 返納額４８０，０００円、返納回数１２回
・ 平成３１年度 ： 返納額４５９，５９９円、返納回数１２回

９ 債権放棄までの経過 
  令和２年３月１５日 本債権の債務者が死亡。 

  令和４年３月１６日 債務者には今回放棄する非強制徴収債権（差押え等ができな 

い債権）とは別に強制徴収債権３２４，２０３円があった。 
強制徴収債権部分について、特別収納対策課に徴収事務を移 
管し相続人調査を行った結果、相続人は全員相続放棄または 
死亡、不存在のため、滞納処分の停止及び返還義務消滅の決 
定をした。 

  令和５年１月２４日 今回放棄する非強制徴収債権１，７０１，４９０円も回収の 
見込みがないこと及び足立区債権等処理判定委員会で債権 
放棄が妥当と答申を得たことから、足立区の債権の管理等に 
関する条例第１４条第４号に基づき債権放棄する。 

別紙１ 
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第２０号議案説明資料 

  令和５年３月１３日 

件 名 
債権の放棄について 

（生活保護費返還金債権） 

所管部課名 福祉部 足立福祉事務所 東部福祉課 

内 容 

足立区が所有する次の債権を放棄する。 

１ 内容 

（１）債権

種類 生活保護法第７８条に基づく徴収金 

徴収決定額  ２，９１８，１６５円 

徴収決定日  平成２８年１月２９日 

徴収対象期間 平成２４年９月１日から平成２６年４月３０日 

（２）債務者

足立区東和在住者 （令和２年９月８日 死亡）

（３）放棄する債権の額

２，６３３，１６５円

２ 経過 

別紙２（「債権放棄」経過について）参照 

３ 債権放棄の理由 

債務者の死亡により、相続人調査を実施したところ、相続人が相続放

棄や死亡の状況にあり、回収の見込みがないこと及び「足立区債権等処

理判定委員会」に付議し、委員から債権放棄の議決を得たことから、地

方自治法第９６条第１項第１０号の規定に基づく議決事件として、債権

の放棄をするものである。 

今後の方針 

生活保護費返還金については、引き続き適切な回収業務に努めていく。

債務者が生活保護受給中の場合は、定期的に催告を実施し、納付に結び付

ける。また、生活保護廃止後であっても債務者に経済的余裕がない場合に

は、徴収停止や債権放棄等、処理方針を明確にして実行していく。 
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生活保護費返還金 「債権放棄」経過について 

１ 生活保護受給状況 
  平成２１年１月２７日保護開始、令和２年９月９日保護廃止（死亡） 

２ 保護開始理由 
  社員寮に居住しながら就労していたが、先天性の股関節炎が悪化したため失職。こ
れに伴い住居も失い、生活に困窮したため。 

３ 債権の決定日、決定金額 
  平成２８年１月２９日決定 ２，９１８，１６５円 

４ 債権発生理由 
  平成２７年度課税調査において、平成２４年７月から就労を開始し、収入を得てい

たことが発覚したため。 

５ 督促状、催告書送付履歴 
（１）督促状送付

平成２８年３月９日
（２）催告書送付

平成２８年３月２５日、平成２８年９月２６日、平成２９年３月２７日、
  平成２９年９月２５日、平成３０年３月２６日、平成３０年９月２６日、 
  平成３１年２月１３日、令和元年９月２６日、令和２年２月２５日、 
  令和２年１１月２日、令和３年２月２５日、令和３年８月２６日 

６ 福祉課の対応、指導内容等 

  正しい収入申告の履行と、不正受給を行わないことを内容とする指導指示書を交付
し、加えて毎月の返納指導を行った。 

７ 本人の申出等 
  毎月１５，０００円ずつ納付する旨の申し出。 

８ 納付履歴（納付日、金額） 
  合計返納額 ２８５，０００円 
※ 内訳

・ 平成２８年５月から平成２９年９月まで ： 毎月１５，０００円
・ 平成３０年１２月 ： １５，０００円の納付を２回

９ 債権放棄までの経過 
  令和２年９月８日 本債権の債務者が死亡。 

  令和４年１２月６日 相続人調査の結果、相続人は全員相続放棄または死亡、不存 
在であった。 

  令和５年１月２４日 相続人不存在のため回収の見込みがないこと及び足立区債 
権等処理判定委員会で債権放棄が妥当と答申を得たことか 
ら、足立区の債権の管理等に関する条例第１４条第４号に基 
づき債権放棄する。 

別紙２ 

5



第２１号議案説明資料 

  令和５年３月１３日 

件 名 
債権の放棄について 

（生活保護費返還金債権） 

所管部課名 福祉部 足立福祉事務所 西部福祉課 

内 容 

足立区が所有する次の債権を放棄する。 

１ 内容 

（１）債権

種類 生活保護法第６３条に基づく返還金 

返還決定額  １，３２２，７１６円 

返還決定日  平成２６年１１月２８日 

返還対象期間 平成２５年６月１日から平成２６年６月３０日 

（２）債務者

足立区江北在住者 （令和４年８月１０日 死亡）

（３）放棄する債権の額

１，３１２，０００円

２ 経過 

  別紙３（「債権放棄」経過について）参照 

３ 債権放棄の理由 

  債務者が自己破産により本債権について免責を許可され、回収の見込

みがないこと及び「足立区債権等処理判定委員会」に付議し、委員から

債権放棄の議決を得たことから、地方自治法第９６条第１項第１０号の

規定に基づく議決事件として、債権の放棄をするものである。 

  破産手続開始日  令和３年７月７日 

  免責許可決定日  令和３年１２月８日 

今後の方針 

生活保護費返還金については、引き続き適切な回収業務に努めていく。

債務者が生活保護受給中の場合は、定期的に催告を実施し、納付に結び付

ける。また、生活保護廃止後であっても債務者に経済的余裕がない場合に

は、徴収停止や債権放棄等、処理方針を明確にして実行していく。 
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生活保護費返還金 「債権放棄」経過について 

１ 生活保護受給状況 
  平成２４年９月２６日保護開始、平成２９年４月１日保護廃止 

２ 保護開始理由 
  傷病により会社を解雇され、その後傷病手当の受給も終了し、生計維持困難となっ
たため。 

３ 債権の決定日、決定金額 
  平成２６年１１月２８日決定 １，３２２，７１６円 

４ 債権発生理由 
  平成２５年６月より障害年金を受給していることが、平成２６年９月９日、債務者

からの申告により発覚したため。 

５ 督促状、催告書送付履歴 
（１）督促状送付

なし
（２）催告書送付

平成２８年９月２６日、平成２９年３月２７日、平成２９年９月２５日、
  平成３０年３月２６日、平成３０年９月２６日、平成３１年２月１３日、 
  令和元年９月２６日、令和２年２月２５日、令和２年１１月２日 

６ 福祉課の対応、指導内容等 
  平成２６年１２月２日に返還誓約書を受理。同時並行で生活保護法第７８条徴収決

定を行っていたこともあり、保護受給中の収入について正しく申告することを指導し
た。 

７ 本人の申出等（返還決定時） 
  就労支援専門員と協力し障がい者枠で就労し返還していく。 

８ 納付履歴（納付日、金額） 
  合計返納額 １０，７１６円 
※ 内訳

・ 平成２９年９月 ： ７１６円 
・ 令和 ２年３月 ： １０，０００円

９ 債権放棄までの経過 
  令和３年１２月８日 本債権の債務者には借入金があり、破産手続きにより免責許 

可が決定された。 

  令和４年８月１０日 債務者が死亡。 

  令和５年１月２４日 免責許可決定により、区として債務の履行を強制する手段が 
なく、回収の見込みがないこと及び足立区債権等処理判定委 
員会で債権放棄が妥当と答申を得たことから、足立区の債権 
の管理等に関する条例第１４条第２号に基づき債権放棄す 
る。 

別紙３ 
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第２２号議案説明資料 

  令和５年３月１３日 

件 名 
債権の放棄について 

（生活保護費返還金債権） 

所管部課名 福祉部 足立福祉事務所 北部福祉課 

内 容 

足立区が所有する次の債権を放棄する。 

１ 内容 

（１）債権

種類 生活保護法第７８条に基づく徴収金 

徴収決定額  ２，２０５，１５４円 

徴収決定日  平成２９年９月６日 

徴収対象期間 平成２４年１０月１日から平成２８年４月３０日 

（２）債務者

足立区花畑在住者

（３）放棄する債権の額

１，２７０，６０４円

２ 経過 

  別紙４（「債権放棄」経過について）参照 

３ 債権放棄の理由 

  債務者が自己破産により本債権について免責を許可され、回収の見込

みがないこと及び「足立区債権等処理判定委員会」に付議し、委員から

債権放棄の議決を得たことから、地方自治法第９６条第１項第１０号の

規定に基づく議決事件として、債権の放棄をするものである。 

  破産手続開始日  令和４年８月２６日 

  免責許可決定日  令和４年１１月９日 

今後の方針 

生活保護費返還金については、引き続き適切な回収業務に努めていく。

債務者が生活保護受給中の場合は、定期的に催告を実施し、納付に結び付

ける。また、生活保護廃止後であっても債務者に経済的余裕がない場合に

は、徴収停止や債権放棄等、処理方針を明確にして実行していく。 
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生活保護費返還金 「債権放棄」経過について 

１ 生活保護受給状況 
  平成１５年８月１１日保護開始（保護継続中） 

２ 保護開始理由 
  就労中に腰痛を患ったことで就労困難となり退職、保護開始となった。現在は、
強直性脊椎炎、不安障害などの自立阻害要因があり、療養に専念している。 

３ 債権の決定日、決定金額 
  平成２９年９月６日決定 ２，２０５，１５４円 

４ 債権発生理由 
  借入金収入未申告のため。 

５ 督促状、催告書送付履歴 
（１）督促状送付

平成２９年１０月１８日
（２）催告書送付

平成３０年３月２６日、平成３０年９月２６日、平成３１年２月１３日、
  令和元年９月２６日、令和２年２月２５日、令和２年１１月２日、令和３年２月

２５日 

６ 福祉課の対応、指導内容等 
  一括納付を指示したが、既に消費してしまっているため、困難との申し立てであ
った。生活保護法第７８条の２に基づく徴収金相殺により、毎月の返済を開始した。
また、面接時に返還指導（窓口・納付書納付など）を行っていた。 

７ 本人の申出等（返還決定時） 
  「毎月１５，０００円ずつ納付したい」との申し出に伴い、平成２９年９月６日
に生活保護法第７８条の２に基づく徴収金相殺の申出書の提出があった。 

８ 納付履歴（納付日、金額） 

  合計返納額 ９３４，５５０円 
※ 内訳

・ 平成２９年１２月から令和４年１１月まで ： 毎月１５，０００円
・ 令和 ２年 １月 ：  ４，５５０円 
・ 令和 ２年 ６月 ： ３０，０００円

９ 債権放棄までの経過 
  令和４年１１月９日 本債権の債務者には借入金があり、破産手続きにより 

免責許可が決定された。 

  令和５年１月２４日 免責許可決定により、区として債務の履行を強制する 

手段がなく、回収の見込みがないこと及び足立区債権 
等処理判定委員会で債権放棄が妥当と答申を得たこと 
から、足立区の債権の管理等に関する条例第１４条第 
２号に基づき債権放棄する。 

別紙４ 
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